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研究成果の概要（和文）：環境配慮を促す情報に求められる要件としては、直感的に判断しても環境の状態を勘
違いしない、分かりやすい簡易な表現を用いることが最重要である。そして、環境配慮行動が実践されるには、
この要件を満たした上で、環境問題の解決の望ましさを判断できること、同時に自分自身の問題としてその対策
行動を捉えられるような表現を用いた情報が有効であることが明らかとなった。また、このとき対策行動に関す
る社会からの期待や実行時の費用負担感が判断に強く影響していることも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Expressions that do not misunderstand the state of the environment even 
intuitively and easy to understand expressions are the requirements of the most important 
environmental information. In order for environmentally conscious actions to be practiced, 
environmental information that can judge the desirability of solving environmental problems is 
necessary, while satisfying this requirement. At the same time, information using expressions that 
can capture the countermeasure actions as their own problems is effective. And also, at this time 
expectations from society and the feeling of cost burden strongly influence the judgment.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 環境情報　環境配慮行動　行動経済学　環境経済評価　生物多様性　解釈レベル理論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)  環境情報は、自然科学的な情報や社会
経済的な情報など多岐に渡るが、人々は多様
な環境情報を一つずつ比較検討する情報処
理（システマティック処理）は認知的負荷が
大きいことから日常的には実践されること
は少ないと考えられる。人々の環境情報に対
するどのような認識が環境配慮行動に結び
付けているのか、あるいは結びついていない
のかについて、人々の判断が直感的な情報処
理（ヒューリスティック処理）が行われた場
合は、環境情報の適切な認識に認知的バイア
スが発生し、環境配慮行動の実践を阻害する
可能性があると考えられた。 
(2) 環境状態を集約的に表現する環境指標
と、環境問題を発生させる経済活動の状態を
表現する経済指標を合成して社会経済の持
続可能性を表現しようとするグリーンGDPの
ような環境経済指標の検討が進められてい
るが、人々の環境配慮行動を促すような指標
として、どのような要件が必要であるのかは
まだ明確になっていないと考えられた。 
 
２．研究の目的 
(1)人々の環境認識において、ヒューリステ
ィック処理による認知的バイアスが環境状
態の認識や環境の価値判断に与える影響を
明らかにすること。 
(2)環境情報が、人々の環境配慮行動の実践
を促すことに有効に作用するために、環境情
報に求められる要件を明確にすること。 
 
３．研究の方法 
(1)環境状態を表現する二酸化炭素排出量や
ゴミ排出量などの統計データで示される環
境情報に対する認識、日常的な環境配慮行動
の実践状況、自然遺産に対する経済的価値判
断、生物多様性に対する認識などに関してイ
ンターネットや郵送法を利用した質問紙調
査を行い、与えられた環境情報に対する認識
と行動の関係から環境配慮行動に対する環
境情報の影響を考察し、行動実践を促す環境
情報の要件を見出す。 
(2)ヒューリスティック・システマティック
処理や認知的バイアスなどに関する行動経
済学の知見を適用して、人々の環境認識にお
ける意思決定の解釈を行い、環境配慮行動の
誘因や阻害要因を見出す。 
(3)ベスト・ワースト・スケーリング
（Best-Worst Scaling）など環境経済学にお
ける環境価値評価手法を適用し、価値判断に
影響を及ぼす環境情報を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)認知的バイアスによる環境の誤認識 
 北限のブナ林を有する北海道黒松内町の
住民を対象に行った質問紙調査結果に新た
な考察を加えた。ヒューリスティック判断を
問うものは、①ブナ林面積と②ゴミ排出量、
および③温室効果ガス排出量である。①ブナ

林面積に関しては、約６割が過大評価を行っ
ていた。これは、アンカリングと調整ヒュー
リスティックによる判断から生じたアンカ
リング効果が認知的バイアスとなっている。
つまり、利用可能な環境情報であるブナ林面
積から現実の面積への調整に失敗している。
②ゴミ排出量に関しては、北海道の平均との
比較において利用可能性ヒューリスティッ
クによる判断が行われ、過半数の人々が過小
評価を行っていた。ここでは、判断に用いる
情報の置換（ゴミ排出量を人口に置換）が行
われたと考えられた。③GHG 排出量について
は同町の 17 年前との比較を求めた結果、利
用可能性ヒューリスティックによる判断が
行われ、約 4割が過大評価を行っていた。こ
うした過大・過小評価が環境状態をも同様に
過大・過小評価することが明らかとなった。 
 これらの結果から、直感的なヒューリステ
ィック判断が行われると環境に対する誤認
識が生じることが明らかとなり、ヒューリス
ティックスによっても誤認識をもたらさな
い環境情報の提供が必要であることが明確
となった。このことから、直感的に理解容易
な表現を用いた環境情報の提示が必要であ
ることが示唆された。 
 
(2)現在志向性が環境配慮行動に及ぼす影響 
2014年3月に慶良間島諸島国立公園に指定

された座間味島の島民を対象に質問紙調査
を行い、現在志向性が環境配慮行動に及ぼす
影響について分析を行った。現在志向性は将
来よりも現在の価値を重視する傾向（時間的
整合性）により選好の逆転現象などの説明等
に使用されるものである。Wong(2008)と同様
の方法にて時間的整合性から、時間整合的な
人（現在志向性がない人）と時間非整合的な
人（現在志向性がある人）に大別し、環境配
慮行動との関係を分析した。 

図１ 環境配慮行動の実践状況 
 
図１に示したように環境配慮行動の実践

状況は、離島であることからもゴミ分別や節
水、省エネ行動のように日常的な環境配慮行
動では実践度が極めて高い。一方、実践度が
低い行動は、環境配慮商品の購入、環境意識
の啓蒙活動、環境教育・環境学習活動への参
加、野生生物の保護活動といった行動である。
このうち、環境配慮商品の購入に関しては離
島であることから選択肢が少ない（商品や商
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店が限定される）という事情が背景にあるの
で、選択肢の変化が行動変化をもたらす可能
性を秘めている。 
一方、環境意識の啓蒙活動、環境教育・環

境学習活動への参加、野生生物の保護活動と
いった行動では、イベントなどの機会頻度も
影響すると思われるが、心理的側面を含めて
実行コストの面でも障壁がある。 
社会心理学的研究において環境配慮行動

に関する二段階モデルが広瀬（1994）により
提示されている。このモデルでは、環境配慮
行動は環境に対する態度を形成する目標意
図形成の段階と、行動実践に結びつく行動意
図形成の二段階から成るとされている。態度
の形成においては、環境に対する態度を環境
リスクや対策行動の有効性、責任の帰属に対
する認知が主な規定因となり態度が形成さ
れ、行動の実践においては、社会規範や対策
の実行可能性、便益費用評価が主な規定因と
なり、環境配慮行動に結びつくというもので
ある。このモデルに準拠して考えると、実行
コストが大きい場合は行動意図形成が阻害
され、行動が実践されない可能性が高まるこ
とになる。さらに、これに現在志向性が加わ
ると、環境配慮行動による将来の便益は過小
評価され（大きく割り引かれ）るので、行動
は困難と判断される可能性が高い。そこで現
在志向性の有無とこうした環境配慮行動の
実践との関係を分析したところ、ゴミ分別や
節水、省エネ行動のように日常的な環境配慮
行動では現在志向性の有無と実践状況には
有意な差は見られなかったが、環境意識の啓
蒙活動、環境教育・環境学習活動への参加、
野生生物の保護活動といった行動では、現在
志向性がある場合は、行動の実践度が有意に
低いことが明らかとなった（表１）。 
 

表１ 環境配慮行動と現在志向性 

 
(3)BWS による国立公園整備事業の外国人に
よる重要度評価 
急増する訪日外国人客に対する日本の国

立公園整備の重要度を明らかにすることを
目的とし、中国人を対象としてベスト・ワー
スト・スケーリング（BWS）手法による評価
を行った。 
オブジェクト型 BWS は、複数の項目を含

む選択肢集合を回答者に提示し、最も好まし
い項目と最も好ましくない項目を選択させ
る方法である。インターネット調査に基づく
BWS 集計結果から、展望台や散策路整備の重
要度が高く、多機能トイレの整備等は評価が
低いことが明らかとなった。条件付ロジット
モデル及び混合ロジットモデルにより、日本

の国立公園訪問経験のある回答者は、中国語
情報提供関連の整備項目への重要度が低く
なることも明らかとなった。 
中国国内の国家公園等では、比較的に軽装

でも観察、散策できるような展望施設や散策
路、園内移動手段が整備されていることが多
い。また、海外では団体旅行に参加する観光
客も多い。これらのことを反映して、展望台
や散策路，休憩施設，ガイドツアー等に関す
る項目の評価が高くなったと考えられる。ま
た、多機能の洋式トイレについては、日本で
は十分に清潔な洋式トイレが整備されてい
ると判断され、優先順位が最も低くなった可
能性がある。 
これらのことは、人々が経験知に基づく利

用可能な情報に基づいて判断していること
を示唆しており（逆に言えば、そうした経験
知が少ない人々には当てはまりにくい）、評
価対象に関して人々が判断基準（参照点）と
する内容を把握し、損失感をもたらさない情
報提供が必要であることを意味する。この場
合、判断基準となる参照点とは、人々が当た
り前とすることで、例えば、日本のトイレは
清潔であることが参照点（当たり前）であれ
ば、不潔なトイレは損失感を招き、多機能で
あることの便益感よりも不満が大きくなる。
こうしたことを事前に配慮した環境整備と
情報提供を行うことが環境を維持しながら
利用を促すことに必要と考えられる。 
 
(4)生態系保全政策への選好多様性を考慮し
た経済評価 
中国雲南省蒼山洱海国家級自然保護区に

おける流域河川の水質向上を目的とする湿
地再生等の生態補償制度及び生態系保全の
ための保護地域拡大について、雲南省住民を
対象として、インターネット調査により選択
実験による経済評価を実施した。選好の多様
性を考慮した混合ロジットモデルと潜在ク
ラスモデルを適用することにより、推定結果
の適合度が向上した。また、洱海の保護地域
面積拡張に関して住民が多様な選好を有す
ることが明らかとなった。 
評価属性としては、当該地域における主要

政策である生態補償制度としての湿地建設
（湿地再生等による湿地造成）、洱海の核心
地域面積の拡張、蒼山の核心地域面積の拡張
の 3種類を設定した。各属性の水準は，現状
の水準を最小水準とし、緩衝地域や湿地再生
の目標値等から判断して最大限拡張しうる
面積を最大水準として設定した。また、基金
への寄付金額を価格属性とし、現状の当地に
おけるPESの金額を参考として水準を決定し
た。 
潜在クラスロジットモデルでは、回答者を

複数のセグメントに区分し、セグメントごと
に異なるパラメータを推定することにより、
選好の多様性の生じる原因が分析できる。潜
在クラスロジットモデルでは４つのセグメ
ントに回答者が分けられ、セグメント 1は自

省エネ ゴミ減量 節水
排水処理への

気遣い
ゴミ分別

1.41 1.71 1.29 1.09 1.12
1.24 1.59 1.24 1.12 1.00

0.743 0.388 0.282 -0.238 0.898
0.461 0.700 0.779 0.813 0.374
0.230 0.350 0.389 0.407 0.187

環境配慮商品
の購入

環境教育・
学習活動参加

環境意識啓蒙
野生生物の
保護活動

2.68 2.41 2.44 2.53
2.00 1.71 1.71 1.94

2.034 2.269 2.134 1.972
0.047* 0.028* 0.038* 0.054
0.024* 0.014* 0.019* 0.027*ｐ値（片側）

環境配慮行動

現在志向性あり
現在志向性なし

ｔ値
ｐ値（両側）

環境配慮行動

ｔ値
ｐ値（両側）
ｐ値（片側）

現在志向性あり
現在志向性なし



然環境保全に対して関心が低く、開発に前向
きな層、セグメント2は自然観賞旅行を好み、
当該地域を訪問した経験が少ない層、セグメ
ント 3は訪問経験の多い層、セグメント 4は
自然保護に積極的な層である。 
 

表２ 限界支払意志額 

 
表２には各モデルから得られた限界支払

意志額を示した。条件付ロジットモデルと混
合ロジットモデルはほぼ同等の金額であり、
適合度の高い混合ロジットモデルの結果を
代表値として使用できるだろう。潜在クラス
ロジットモデルは、住民の回答者特性に応じ
たセグメントごとに、限界支払意志額が大き
く異なる。セグメント 4には約 5 割の回答者
が含まれ、混合ロジットモデルを約 2倍にし
た評価額が得られた。それ以外のセグメント
については、湿地建設と洱海に対してセグメ
ント別の評価額に隔たりがあることを理解
したうえで、生態系保護プロジェクトを進め
る必要のあることが示唆された。先行研究に
おいて十分に検出できなかった非利用価値
を含む経済評価における選好の多様性が複
数のモデルにより明らかになったことは、本
実証研究の重要な成果の1つである。さらに、
このことは、環境情報提供がより選好の多様
性をもたらすと考えられることから、環境情
報の質的変化と価値評価における選好の多
様性を考慮した評価方法の関係を明らかに
することの重要性を示唆するものと考えら
れる。 
 
(5)生物多様性に対する解釈レベル 
Y.Trope 他(2007)は、人や物、出来事、時

間、場所など認識対象に対して感じる心理的
な「距離感」の遠近により対象の解釈が異な
り、それが評価や判断などの意思決定に影響
を与えるとする解釈レベル理論（Construal 
Level Theory、以下 CLT）を提唱している。
CLT では、心理的距離が遠い場合に対象を抽
象的、単純、構造的、本質的、目標関連的な
ものと捉え「望ましさ」の観点で評価し、WHY
質問に対応する高レベル解釈を行うとする。 
一方、距離が近い場合は対象を具体的、複

雑、非構造的、副次的、目標無関連的なもの
と捉え「実行可能性」の観点で評価し、HOW
質問に対応する低レベル解釈を行うとする。
これは、対象の心的表象の抽象度の高低を解
釈レベルの高低として捉えるものである。さ
らに、解釈レベルの高低と心理的距離の遠近
は相互関係にあるとする。 
このことを広瀬の二段階モデルに重ね合

わせると、環境に対する態度を形成する目標
意図形成段階では高レベル解釈による環境
配慮の望ましさの観点で解釈し、行動意図形
成段階では低レベル解釈による実行可能性
の観点で解釈して環境配慮行動を促すこと

の有用性が窺われる。 
そこで、生物多様性に対する人々の解釈レ

ベルを明らかにすることを目的として、約
2,000 人の調査会社モニターを対象にインタ
ーネット調査による質問紙調査を行った。 
調査では、生物多様性に関する記述文を読

み、提示されたキーワードに対するイメージ
度合を回答する形式を採用した。提示したキ
ーワードは、生物多様性を抽象的に表現する
高レベル解釈語を 10 個、具体的な生物や場
所を表す低レベル解釈語を 10 個選定した。
こうした形式で解釈レベルを特定する先行
研究は見られないが、生物多様性に対する心
理的距離の大小がおおよそ推測でき、その意
識が解釈レベルを変化させた場合にどのよ
うに影響するかを分析することは、環境情報
の提供方法を検討する際に有用であると考
えられる。すなわち、具体的な情報を受信し
た場合と抽象的な情報を受信した場合で、態
度形成や行動意図に与える影響が異なるな
らば、環境配慮の態度を強め、行動実践を促
す環境情報の要件が見出せると思われるか
らである。 

図２ キーワードに対するイメージ度 

 
図 2には、20個のキーワードに対するイメ

ージの度合を示した。明らかに抽象度の高い
キーワードのイメージ度が高く、具体性のあ
るキーワードの想起は非常に小さいことか
ら、人々の生物多様性に対する解釈レベルは
高く、心理的距離は大きいことが示唆された。 
これらの回答から、主成分分析により合成

尺度を作成したところ、第 1主成分として低
レベル解釈と高レベル解釈を識別する尺度
が推定された。この合成尺度を用いて、社会
規範として絶滅危惧種の保全活動への協力
を想定させ、回答者自身に対する社会的期待
に対する感度回答との関連を分析した結果、
社会規範を感じて期待に答えようとする場
合は、このことの望ましさから高レベル解釈
を行うことが示唆された。一方、社会規範を
感じない人では、低レベル解釈が行われ、そ
こには認知的不協和が生じている可能性が
示唆された。 
これらより、高レベル解釈により社会規範

が望ましいと判断しても、次に行われる低レ
ベル解釈が必ずしも環境配慮を促すとは限
らず、逆に実行可能性を低く評価することが
明らかとなった。このことは、行動意図形成
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における便益費用評価や実行可能性評価を
高める環境情報に一層の工夫が必要である
ことを示唆していると考えられる。 
さらに、本研究方法が異なる解釈レベルに

対する感度から潜在的な解釈レベルを推定
し、解釈レベルを変化させた場合の判断変化
を推定できる可能性があり、環境情報の変化
による環境認識や価値意識を心理的距離か
ら把握する方法として有用性があると考え
られ、新たな方法論としての有用性を更なる
実証研究により検証する意義が高いと考え
られる。 
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